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ベトナムのマクロ経済動向と不動産市場への影響

出所： 総計局のデータに基づき、ONE-VALUEが作成
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ベトナムのマクロ経済動向と不動産市場への影響

長期的には、高い都市化率と都市計画により、2030年までに住宅用不動産市場は拡大が見
込まれる。

２０００年から２０２０年までのベトナムの都市化率及び２０
３０年までの予測

２０３０年マスタープランによる都市面積拡大

出所：政治省、Dat Xanh Services研究機関、国土利用計画に関する決議No: 39/2021/QH15に基づき、ONE-VALUEが作成。
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ベトナムのマクロ経済動向と不動産市場への影響

出所：計画投資省の統計に基づき、ONE-VALUEが作成

2010-2024における不動産へのFDIの推移ベトナムにおけるFDIの投資率(2024)
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新しい土地法、不動産事業法、住宅法のポイント

不動産関連の政策・法制度と参入環境

出所：ONE-VALUEが作成

最新の土地法、不動産事業法、住宅法は2024年8月1日から施行されている。ポイントは以下
の通りである。

新土地法

新不動産事業法

新住宅法
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3つの新不動産法が日本企業に与える影響

不動産関連の政策・法制度と参入環境

出所： 新しい土地法・不動産事業法・住宅法に基づき、ONE-VALUEが作成

3つの新不動産法(土地法・不動産事業法・住宅法) が同時に施行されたことは、日系企業に
小さくない影響を及ぼす。

不動産プロジェ
クトの投資と実
施を加速

市場の透明性
を高め、投機や
不正のリスクを
軽減する

外資誘致政策
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